
・水道基盤強化計画に基づく広域連携の推進
水道事業者等

・施設の適切な維持管理
・水道施設台帳の整備

・アセットマネジメントの実施
・収支見通しの作成及び公表

・水道施設の計画的な更新
・水道事業の基盤強化に向けた取組 等

国 土 交 通 省国 土 交 通 省 ＜都道府県・水道事業者等への支援＞
○計画策定に関するガイドラインの公表、懇談会
等における優良事例の横展開等の技術的支援
○広域連携、耐震化、台帳整備等への財政的支援

都 道 府 県

広域的連携等推進
協議会

（改正水道法第５条の4）

広域的な連携の推進に
関して協議を行うため
に都道府県が設置
（構成員）
・都道府県
・市町村
・水道事業者
・水道用水供給事業者
・学識経験者、その他
都道府県が認める者

水道基盤強化計画の策定を見据え、多様
な広域化のシミュレーションを実施し、
その具体的効果を比較した上で、広域化
の推進方針及びこれに基づく当面の具体
的取組の内容やスケジュール等を記載。
都道府県に対して令和４年度末までの策
定を要請。

水道広域化推進プラン

水道の基盤強化に向けた具体的な実施計画
水道事業者等の間の広域連携等を含む水道の基盤強化

に向けた実施計画であり、計画区域内に連携等推進対象
区域を設定し、広域連携を行うに当たり必要となる施設
整備の内容等を具体的に定める。

水道基盤強化計画水道基盤強化計画（改正水道法第５条の３）

水道事業者等の広域的な連携を推進するよう
努めなければならない

都道府県の責務都道府県の責務（改正水道法第２条の２）

意見

水道の基盤を強化するための基本的な事項、施設の計画的な更新、健全
な経営の確保、人材確保・育成 、広域連携の推進等について定める。

基本方針に
基づき策定

基本方針基本方針（改正水道法第５条の２）

計画区
域

・構成自治体（C市・D市）
・連携内容（管理システムの統合等）
・施設整備内容（システム整備事業）

連携等推進対象区域②連携等推進対象区域②

・構成自治体（A市・B市）
・連携内容（水道事業の統合等）
・施設整備内容（連絡管整備事業）

・構成自治体（X市・Y市）
・連携内容（浄水場の共同設置等）
・施設整備内容（浄水場整備事業）

連携等推進対象区域①連携等推進対象区域①

連携等推進対象区域③連携等推進対象区域③

50～100年先を視野に入れた将来（当面
10年程度）の水道の理想像を設定。
その実現に向けて、圏域を設定した上で、広
域化、耐震化、水資源の有効活用等、様々な
分野に関して今後の方向性を明示。

都道府県水道ビジョン

広域化の記載内容
を活用しつつ、充
実させることによ
り策定可能

広域化以外の記載
事項も検討し、都
道府県水道ビジョ
ンに移行可能

相
互
に

反
映
可
能

具体化

改正水道法に基づく広域連携の推進



○ 都道府県は、水道の基盤を強化するため必要があると認めるときは、基本方針に基づき、水道の
基盤の強化に関する計画（「水道基盤強化計画」）を定めることができる。

○ 都道府県は、水道基盤強化計画を定めようとするときは、あらかじめ計画区域内の市町村及び水
道事業者等の同意を得なければならない。

水道基盤強化計画について

○ 都道府県においては、法第２条の２第２項に定める責務にあるように、市町村を超えた広域的な見
地から広域連携の推進役として積極的な関与が期待されるものである。

○ 水道の基盤の強化に向けて、国、都道府県、市町村、水道事業者等が一体となって取り組み、かつ、
広域連携の推進役としての都道府県の機能を強化するため、都道府県に対して、広域連携をはじめと
した水道の基盤の強化に関する計画を主体的に策定することができる権限を与えたもの。

基盤強化計画の策定趣旨

① 水道の基盤の強化に関する基本的事項
② 水道基盤強化計画の期間
③ 計画区域における水道の現況及び基盤の強化の目標
④ 計画区域における水道の基盤の強化のために都道府県及び市町村が講ずべき施策並びに水道事業者等が講
ずべき措置に関する事項
⑤ 都道府県及び市町村による水道事業者等の間の連携等の推進の対象となる区域（以下「連携等推進対象区域」
という。）
⑥ 連携等推進対象区域における水道事業者等の間の連携等に関する事項
⑦ 連携等推進対象区域において水道事業者等の間の連携等を行うに当たり必要な施設整備に関する事項

基盤強化計画に定める事項



○ 都道府県は、市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等の間の連携等の推進に関し必要な協議を
行うため、当該都道府県が定める区域において広域的連携等推進協議会を組織することができる。

○ 広域的連携等推進協議会は、都道府県、広域的連携等推進協議会の区域をその区域に含む市町村、
広域的連携等推進協議会の区域を給水区域に含む水道事業者及び当該水道事業者が水道用水の供給
を受ける水道用水供給事業者並びに都道府県が必要と認める者をもって構成する。

○ 広域的連携等推進協議会において協議が調った事項については、広域的連携等推進協議会の構成員
は、その協議の結果を尊重しなければならない。

広域的連携等推進協議会について

○ 各都道府県の区域において市町村の区域を超えた広域連携の推進を行うため、都道府
県は、水道基盤強化計画の策定を目的とする場合に限らず、当該区域内の水道事業者等
をはじめとした関係者を構成員として、必要な協議を行うための場を設けることができること
としたもの。

広域的連携等推進協議会の趣旨

（注１）協議会については、都道府県が定める区域毎に当該都道府県内で複数設置することは差し支えない。

（注２）市町村と水道事業者等が同一の場合には、一人の者の出席で足りるものである。



「『水道広域化推進プラン』の策定について」
（平成31年１月25日付け 総務省自治財政局長、厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官通知）

１．水道広域化推進プランの基本的な考え方

（１）水道広域化推進プランについて
市町村の区域を超えた水道事業の多様な広域化を推進するため、広域
化の推進方針や、これに基づく当面の具体的取組の内容等を定めるもの。

（２）策定主体、策定体制
策定は、都道府県が行うこと。
市町村財政担当課が主たる取りまとめを行い、水道行政担当課や企業
局等が参加するなど、関係部局が連携し一元的な体制を構築すること。

（３）策定スケジュール、公表等
平成34年度※末までに策定し、公表すること。策定後も、取組の進捗状況
等に合わせ、適宜改定すること。
策定状況について、毎年度、調査・公表予定。

経営統合や施設の共同設置、事務の広域的処理等、多様な広域化について、都道府県を中心として、具体的かつ計画的に取
組を進めていくため、都道府県に対し、平成34年度※末までの「水道広域化推進プラン」の策定を要請。

２．水道広域化推進プランにおける具体的な記載事項

以下の項目について所要の検討を行い、記載することが適当。

（１）水道事業者ごとの経営環境と経営状況に係る現状と将来の見通し
経営環境（給水人口、有収水量等）と経営状況（職員体制、施設状況、更新投
資額、給水原価等）に係る項目について、人口減少や更新投資需要の増大
等を反映し、現状と将来見通しを明らかにすること。

（２）広域化のパターンごとの将来見通しのシミュレーションと広域化の効果
地域の実情を踏まえた広域化のパターンごとに、（１）の項目について将
来見通しのシミュレーションを行い、広域化の効果を明らかにすること。

（３）今後の広域化に係る推進方針等
（１）及び（２）に基づき、今後の広域化の推進方針並びに今後進める広域
化の当面の具体的取組の内容（想定される広域化の圏域とその方策）及
びそのスケジュールについて記載すること。

３．水道広域化推進プランの策定等に当たっての留意事項

（１）策定のためのマニュアル
策定の参考となるマニュアルを今年度中に発出予定。

（２）都道府県の区域を超えた広域化の取組
都道府県の区域を超える広域化の取組については、いずれかの都
道府県の広域化推進プランに記載すること。

（３）水道基盤強化計画との関係
水道広域化推進プランは、水道基盤強化計画を見据え、これに先
立って策定するものであり、最終的には水道基盤強化計画に引き継
がれることを想定。

（４）都道府県水道ビジョン等との関係
水道広域化推進プランの策定に当たっては、都道府県水道ビジョン
や、区域内の水道事業者が策定した経営戦略の記載内容の活用が
可能。

（５）水道広域化推進プランに基づく取組の推進
水道事業者である市町村等は、水道の基盤強化を図る観点から、
都道府県とともに、水道広域化推進プランを踏まえ、水道事業の広
域化に取り組むことが重要。

４．地方財政措置等

水道広域化推進プランの策定に要する経費について、「生活基盤施
設耐震化等交付金」の対象とするとともに、地方負担額について、平成
31年度から平成34年度※までの間、普通交付税措置を講ずる。
また、水道広域化推進プランに基づき実施する広域化のための施設
やシステムの整備に要する経費について、地方財政措置を講ずる。

（※令和4年度）


